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NEDOの役割
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イノベーション・アクセラレーターとしてのNEDOの役割
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ドローン制度整備の経緯
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• 日本におけるドローン利活用は、2018年9月にレベル３（無人地帯での目視外飛行）の
個別許可の要件が明確に。

• 2022年12月5日より、機体認証、技能証明を得て、 運航ルールを遵守し、国土交通大
臣の許可・承認を得ればレベル４飛行可能に。

空撮、橋梁点検等 農薬散布、測量等

都市の物流、
警備等

離島や山間部
への荷物配送、
災害対応等



ドローン市場への期待
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• これまでは、ホビー用空撮や農業用途での市場が拡大
• 今後は、測量・監視、災害対応、インフラ点検や物流等の業務用途の市場が拡大
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空域の混雑度や運航形態に応じたUTMの段階的導入



空飛ぶクルマにより新たに生まれるビジネス
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• 空飛ぶクルマの社会実装により、機体・部品の開発・製造（モノづくり）が進むだけではなく、
離発着設備の建設・運営（街づくり）やヒト・モノの輸送サービス、更には保険など、空飛ぶ
クルマを中心とした幅広いビジネスが広がることが期待される。

出典：Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.



空飛ぶクルマの産業構造分析
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• 日本が製造分野で活躍できる可能性がある。

平成29年度製造基盤技術実態等調査
（空の移動と物流の将来像に関する実態調査）
【最終報告書（概要版）】

https://warp.da.ndl.go.jp/collections/info:ndljp/pid/11590486/
www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000641.pdf



効果的な市場創出に向けて(標準等の戦略的活用)
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• 新産業を構築していくためには、技術・製品開発のみならず、規制、標準などの構築が必須。
特に、ドローン・空飛ぶクルマ分野は、安全や通信関連の規制が強く、ルール（規制・標準）
の動きを意識し、時には意識的に作り出さなければ、技術・製品開発投資はすべて無駄に。

ＮＥＤＯ標準化マネジメントガイドライン https://www.nedo.go.jp/content/100890502.pdf
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ReAMo プロジェクト 概要
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今後の産業拡大を見据え、
① 試験方法の標準化や産業規格化により、「機体の安全性向上・高性能化」を進め、ドローンの活用の幅を拡大し、空飛ぶクルマの市場を創造する。
② 「運航体制の省人化」によって１人の操縦者が複数の機体を操縦できるようにし、ドローン利活用のポテンシャルをさらに引き出す。
③ また、空飛ぶクルマが登場することも見据え、ドローンと空飛ぶクルマ、既存航空機が空域を協調し、より安全で効率的な航行を行うための技術の確立を目

指す、５カ年プロジェクト。
市場形成に向けて、事業の中で制度・標準化動向を把握し、標準化活動を同時に行う。



空の産業革命・移動革命に向けたロードマップ
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安全性・信頼性
運航管理

試験手法の開発
運航の省人化
運航管理技術



ReAMo プロジェクト 各項目の関係性
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：委託事業
：調査委託事業
：助成事業

本日ご紹介
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研究開発項目①(1)ドローンの性能評価手法の開発
次世代空モビリティの安全認証および社会実装に求められる
性能評価手法に関する研究開発
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実施体制

次世代空モビリティの許可承認や運用に必要な、安全性に関する証明／認証方法を研究開発し、
航空業界の標準化のコミュニティと協調し、国内外で標準化活動を実施
① 無人航空機の第一種/第二種の機体認証に関連する文書開発
② 無人航空機の運用に必要な安全管理に関する研究開発
③ 無人航空機のフライトシミュレーターの安全認証に必要な要件の研究開発
④ 無人航空機の運航の安全性の評価法の研究開発

提案者：東京大学①②③④、長岡技術科学大学②、
筑波大学③、Intent Exchange④

再委託：日本海事協会①、会津大学① 、電通国際情報サービス①②③、
一橋大学②、慶應義塾大学②、
産業技術総合研究所④、電子航法研究所④、国立情報学研究所④

国際標準化団体等
ASTM
RTCA
SAE

EUROCAE
ISO/IEC

航空法/省令
(航空局)

通達(サーキュラ)/
検査要領(航空局)

登録検査機関や第三者認証機関

メーカー/認証コンサル

国交省側

本提案における研
究開発領域

民間側

ガイドライン／手順書

連携

①研究開発する文書の位置づけイメージ

③のシミュレータの要件に関する研究イメージ

製品ライフライクル(設計・製造・運航・整備)、
機体・システム・ヒト の2軸に対して
網羅的な安全性に関する研究開発

コンソーシアム代表：東京大学 鈴木真二

事業内容
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無人航空機の機体認証に関連する文書開発
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【目的】機体メーカー・部品メーカー・登録検査機関が活用可能な文書作成を通じ、対話/議論
を実施することで、無人航空機産業の発展に寄与

【目標】無人航空機の機体の認証（型式認証/機体認証）を円滑にするために、国内産業界の標
準化活動を実施し、機体の安全基準に対する「適合性証明に活用可能な証明手法
（MoC：Means of Compliance）」を整備

• 航空局から発行済みガイドライン※ 
「解説書」の位置付けで検討・作成

• 2023年度は「第二種」機体に
適用可能なMoCを検討・作成

※国土交通省航空局：
無人航空機の型式認証等の取得のためのガイドライン
https://www.mlit.go.jp/koku/certification.html#anc01

無人航空機業界へオープンに
WG・インストラクション・

ワークショップ参画を呼びかけ



無人航空機産業振興への期待
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証明活動効率化

申請・認証数増

市場活性化



研究開発項目②運航管理技術の開発
低高度空域共有に向けた運航管理技術の研究開発
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実施体制

事業内容
(A)運航管理システム・衝突回避技術の開発
技術発展と社会実装が一体となって進むように次世代空モビリ
ティを対象とした運航管理システムの総合的な研究開発を行う。

(B)エコシステム構築に向けたオペレーション検証
大阪・関西万博を見据えた空飛ぶクルマのオペレーション手法、
安全確保手順を確立する。

(C)自動・自律飛行、高密度化に向けた技術開発
成熟度レベル4以上の運航を見据えた高度な要素技術の研究開発
を行う。

日本電気（株）（再委託：NTTコミュニケーションズ（株）、テラドローン（株）、（国研）情報通信研究機構）、KDDI（株）、（株）NTT
データ、（国研）宇宙航空研究開発機構（再委託：東京都立大学、東京工業大学）、Intent Exchange（株）（再委託：東京大学、NTTコ
ミュニケーションズ（株）、（国研） ）、日本航空（株）、オリックス（株）
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研究開発項目②(A)関連の検討会議体
複数のパートで空飛ぶクルマ・ドローンに関連する研究を進めていることから、
それぞれの分野において項目横断的に検討

ドローンWG 空飛ぶクルマWG

標準化WG
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調査項目①
海外制度・国際標準化動向調査
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調査項目①

(1) 国際的動向の把握
米の動向を踏まえた国内ルールを整備するため、欧米の制度検討や標準化策定に関わる政府機関・標準化機関の動向を把握する
(FAA・EASA・ICAOなど）。

(2) ルール形成戦略の策定
国内の機関及び関係事業者が取り組むべきルール形成戦略を策定する。

(3) イベントの実施
国内の関係者に対し、海外制度や国際標準化の最新動向、国際的な議論動向の情報公開及び議論の活性化を促すための
イベントを開催する。

実施体制 PwCコンサルティング合同会社

ReAMoプロジェクトHP、「トピックス」より
過去のレポートの閲覧が可能です。
URL: https://reamo.nedo.go.jp/topics

第1回（ドローン） 2023年3月3日(金)
第2回（空飛ぶクルマ）2023年4月28日(金)

開催日時

オンライン形式（Webex Webinars）開催方法

• 法規制に関する説明
• 国際標準化動向に関する説明
• 国際標準化動向の情報共有体制に関する意見交換

内容

月次レポートの公開 ドローン・空飛ぶクルマの制度・標準化に関する意見交換会

ReAMoプロジェクトHPにて講演資料・動画公開中



• ドローンの制度は、航空機と比べると国際整合が取られていない状況、各国試行錯誤。
• 上手く海外の動向を取り込みながら、安全でリーズナブルな仕組みを考え続ける必要。

© Realization of Advanced Air Mobility Project

国際的なルール形成動向
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規制・標準化の動向（ドローン編）※以下は、欧米の規制のみ

「海外制度/国際標準化動向調査 月次レポート」（2023年4月）より

※ あくまで一部分



• Drone Strategy 2.0（22/11 採択）, U-space規制の枠組み（23/1 発効）等に関する話題
• 併催のAmsterdam Drone Week へ日本セッション・ブース展示、官民の活動を海外へアピール
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国際的なルール形成動向
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EASA High Level Conference on Drones 2023

「海外制度/国際標準化動向調査 月次レポート」（2023年4月）より

※ あくまで一部分
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ReAMo プロジェクト ホームページ
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ReAMoプロジェクトにおける各事業の概要、成果を広く一般に知っていただくことを目的として公開
事業を進めていく中で、一般的に公開できる情報を、積極的にReAMoホームページで公開
想定するHPの訪問者
- ReAMo関係者

- 空モビリティ事業関係者

- 空モビリティに興味のある一般者

予定している公開情報
- シンポジウムの開催案内、資料、動画

- 欧米等の規制・標準化の動向

- 論文や新聞等への記事掲載状況

- 意見交換会等、各活動の開催案内、参画依頼

- 動画等のコンテンツ公開

- 実証実験の実施状況 など
24URL https://reamo.nedo.go.jp/
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なにか不明点ありましたら、遠慮無くお問合せください。
平山 紀之 < hirayamanry@nedo.go.jp >

ReAMoチーム< nedo_aam@ml.nedo.go.jp >

URL https://reamo.nedo.go.jp/


